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１．はじめに 

 

都市のコンパクト化に関する議論が活発化して久し

く，これまでコンパクトシティ実現による効果を，交通

流，環境負荷，道路財源等の観点から定量的に分析した

ものが多々行なわれ，一定の成果を挙げている．しかし

コンパクトシティ実現のための方法論やプロセス論を言

及しているものは少なく，未だ議論の余地はあるものと

考えられる．そこで本稿では，コンパクトシティ実現の

ための開発戦略として位置づけられる公共交通指向型開

発 TOD に着目して，コンパクトシティ実現のための戦

略を明示し，検証を行なうこととする． 
これまで公共交通指向型開発（以下TOD）について

は，私鉄の沿線開発に見られるように，我国においても

先進的な事例を有している．これらは，不足する住宅ス

トックの供給という背景をベースとして，全てが右肩上

がりで成立していた理論であるといえる．しかし，人口

減少社会に移行した我国の地方都市においてTODを実

現させるためには，従来とは異なった論理構築が必要に

なってくる．即ち人口減少下のTODを実現させるには，

限られた人口をTOD圏域に住み替えさせなければなら

ない．更にモータリゼーション進展によって立地ポテン

シャルが喪失した地方都市においては，箱物供給による

魅力付加だけでTOD圏域に住み替えるとは考え難い． 
そこで本稿ではTOD実現の初期段階として，「立地ポ

テンシャルが喪失した地方都市においても，高齢者をは

じめとする移動制約者に着目すると，住み替えに対する

インセンティブが存在する」という仮説を設定する．当

該仮説について検証していくことで，居住地選択と高齢

者のモビリティの関係，及びTODの実現可能性につい

て考察する．具体的な研究方法としては，まずTOD圏

域への住み替え行動モデルを構築するための論理構築を

行ない，それを一部実証するための分析として非集計行

動モデルを構築し，高齢者の住み替え行動モデル構築の

ための基礎的資料とするものである． 
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２．既往研究の整理と本研究の着眼点 

 

コンパクトシティ実現のための方法論を模索し

た研究としては谷口ら1）2）や真田ら3）がある．こ

れらは，居住形態やSocial Hazardといった情報を

予め行政サイドが民間サイドに提供することで適

正な都市構造へと修正していこうという試みであ

る． 

一方アメリカのシアトル，シカゴ，サンフラン

シスコ，ロサンゼルスでは，経済的価値だけでな

く，生活の質QoLを立地点ごとに集計したLocation 
Efficient Value（以下LEV）を用いて立地効率性の

高い地区へ誘導する制度「Location Efficiency」を

実際に適用している4）5）．Location Efficiencyは，

上述のLEVの高い地区に住み替え行動をする個人

及び世帯に対して，融資限度額の向上の他様々な

ボーナス制度を付加することで，TOD圏域への住

み替えインセンティブを付加している．当該事例

に基づいて，土井ら6）はBowling7）の示すQoLの 5
つの領域（Physical well-being, Material well-being, 
Emotional well being, Social well-being Development 
and activity well-being）を，領域間の重複を排除し

た評価軸として，安心安全性，経済活動機会，生

活文化機会，空間快適性，環境持続性と５つに分

類し直し，経済成長重視から社会的側面重視へ，

更に環境的側面の重視に向かう価値観変化の仮説

を設け，QoL概念に基づく都市インフラ整備の多

元的評価手法を開発している． 
このようにコンパクトシティ実現のための方法

論に着目した研究は，行政サイドからのアプロー

チと，経済インセンティブからのアプローチに大

別できるといえる．本稿では，TOD 圏域に住み替

え行動を促すことを目的としているため，TOD の

インセンティブであるモビリティに着目した新し

いモデル構築を行なう．そこでモビリティに係る

価値基準についての基礎的な概念を提案し，それ

を立証するためのモデルを構築することで，本稿

の仮説を検証することを試みる． 
 



３．モビリティ残存価値の概念構築 

 

本章ではまず，1 章における仮説を検証するた

めの論理構築を行なう． 

交通手段選択モデルを居住地選択モデルに拡張

する際，従来は交通手段選択モデルにおける交通

費や所要時間といった一般化費用に加えて，地代

や建物形態といった居住地を選択する際に考慮す

べき説明変数を組み込むことで効用関数を構築し

てきた．しかし本稿では TOD に着目しているため，

モビリティに係る価値基準とそれ以外を束ねた価

値基準を立地点ごとに集計する評価軸が必要であ

る．そこで居住地選択によって得られる効用を，

「モビリティ価値(Mobility Value)」と「合成価値

(Composite Value)」とに分類する．ここで「合成価

値」とはモビリティ価値以外の価値基準を束ねて

示した価値であり，経済学でいう合成財のような

概念に対応している．一方「モビリティ価値」と

は，モビリティから享受する交通モードごとの便

益と定義し，従来の交通機関分担モデルを構築す

る際の効用の考え方に対応している．モビリティ

価値は，交通モードごとに構成されているが，こ

こでは「自動車と公共交通の対比」という意味合

いから，大きく自動車モビリティ価値と公共交通

モビリティ価値で構成する． 
【交通手段選択モデル】モビリティ価値：Mobility Value 
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MVauto(t):自動車モビリティ価値 MVpub(t):公共交通モビリティ価値 

αi:パラメータ Xi:説明変数 ε:定数項 auto:自動車 pub:公共交通 

本稿で定義したモビリティ価値は本来，性別，

年齢，収入等の個人属性によって変化する概念で

ある．ここで，本稿で扱う居住地選択モデルはモ

ータリゼーションが著しく進展した地方中核都市

を対象としているため，モビリティ価値は年齢の

変化に伴ってその値が著しく変化すると考えられ

る．図-1 はマイカーを所有している郊外居住者を

例としたモビリティ価値の年齢推移の概念を示し

たものであるが，年齢に伴ってモビリティ価値が

連続的に変化しているのがわかる． 
次に居住地選択モデルをモビリティ価値のみに着目

してみると，旧来の交通手段選択モデルについては，交

通行動をしようとする際の「ある一時点」において利用

する交通手段別効用関数の比較によって説明することが

可能であった．しかしこれを居住地選択モデルに拡張し

ようとすると，「ある一時点」における効用比較ではな

く，「居住地選択から余命までの間に」或いは「居住地

選択からそのライフスタイルが持続され得る間に」利用

可能であると考えられる交通手段別効用の積分値で説明

可能となって然るべきであると考えられる．本稿ではこ

のモビリティ価値の積分値をモビリティ残存価値と定義

する．（図-1 上部参照）言い換えれば，モビリティ価

値による効用は従来の交通行動モデルで用いられる変数

とみなすことができ，モビリティ残存価値による効用は

住み替え行動モデルで用いられる変数と捉えることがで

きる． 
【居住地選択モデル】モビリティ残存価値：Mobility Residue Value 
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MRVauto(t):自動車モビリティ残存価値  ａn:現在の年齢 
MRVpub(t):公共交通モビリティ残存価値 ａe:平均寿命 

CVm(t):合成価値 i:現在価値のための割引率 t:年齢 m:個人 
以上のように式(2)で示したモビリティ残存価値及び

合成価値を用いることで，年齢t，個人mが余命までに

享受し得る立地点ごとの価値Um(t)を以下のよう表わす

ことができる． 
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LOSauto：道路インフラのサービス水準によって立地点ごとに決定される変数 

LOSpub：公共交通のサービス水準によって立地点ごとに推計される変数 

ここで立地点ごとのLOSauto及びLOSpubは，道路及び

公共交通のサービス水準（到達可能圏域や平均所要時

間）によって一般化できる客観的指標である．そのため

個人によってLOSauto及びLOSpubが変化することはなく，

一般的には都市の中心市街地から離れるに従って道路整

備量及び公共交通整備量は低減していくような減衰曲線

として表わされる．特に自動車と比較して公共交通のサ

ービス水準が著しく低減すると考えられる．（図-1 下

部参照）一方でモビリティ残存価値MRVauto(t)及び

MRVpub(t)は，個人の価値観に基づく主観的指標である

ため，個人の交通に対する意識や健康状態，自動車の運

転技術等によって変化し，本稿では交通手段別のパラメ

ータの役割を担っている．これらモビリティに関する客

観的指標である従来のサービス水準等の一般化費用と主

観的指標であるモビリティ残存価値を組み合わせること

で，個人の状況に合わせた立地点ごとのモビリティをモ



調査日時

調査場所

10代：39 20代：62 30代：201 40代：212

50代：243 60代：186 70代以上：96 合計：1039

有効

デル化することが可能となる． 
以下 4 章では従来モデルである一般化費用として立

地点による交通機関別サービス水準の変化を改めて検証

し(図-1 下部)，5 章では年齢階層別モビリティ価値の定

量化(図-1 上部)を行なうことで本稿の仮説を検証するこ

とを試みる． 

 

サンプル数

2006年7月

宇都宮市における中心市街地及び郊外型大規模小売店舗

調査内容

個人属性（居住地域、性別、年齢、職業、自動車有無、免許有無等）

交通行動に対する実態調査

（利用交通手段、費用、所要時間、環境に対する意識等）

表-1 交通行動に関する実態調査概要 

 

図-1 モビリティ残存価値の概念 

 
 
４．交通機関別サービス水準からみる従来モデルの確認 

 
本章ではまず，3 章で示した概念のうち，従来モデル

の再現を交通機関別サービス水準から試みる． 
ここでは，宇都宮市の中心市街地へアクセスするた

めの自動車 60 分圏域と併せて，公共交通 60 分圏域を

GIS を用いて算出する．算出方法としてはまず，道路

ネットワーク情報として平成 11 年度に行われた道路交

通センサスの平日混雑時平均旅行速度をリンクごとに

GIS に格納する．その上で，県庁中心自動車及び，公

共交通による60分以内到達可能圏域を出力する． 

 
図-2 宇都宮市中心市街地への60分到達可能圏域 

図-2 から分かるように，自動車到達可能圏域は中心

市街地から同心円状に広範囲に広がっているのに対し，

公共交通は自動車到達可能圏域よりも狭い範囲に広がっ

ており，かつ放射状に広がっているのがわかる．尚，自

動車到達可能圏域内の人口は約 111 万人，公共交通到

達可能圏域内の人口は約 76 万人となる．このように

図-2 の宇都宮市における交通手段別サービス水準の差

異から，従来モデルの再現を試みることで，図-1 下部

の概念を確認できたといえる． 
 

 

５．高齢者のモビリティ価値の検証 

 

次に 3 章で示したモビリティ価値及びモビリテ

ィ残存価値の概念を検証するために，ここでは高

齢者に着目したモビリティ価値をモデル化する．

使用したデータは，宇都宮における交通行動に関

する実態調査を用いた．交通行動に関する実態調

査概要を表-1 に示す． 

 

 

 

 

 

 

（１）交通手段構成比からみる顕在化需要の把握 

モビリティ価値についてモデル検証をする前に，

まず顕在化した交通手段構成比について把握する

ため，年齢階層別交通手段分担率の推移を図-3 に

示す． 
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図-3 年齢階層別交通機関分担率の推移 

図-3 より 20 代から 50 代にかけては，70～80％
という極めて高い自動車分担率を示している一方

で，公共交通分担率は 10％程度と著しく低い．し

かし 60 代，70 代になるにつれて，自動車分担率

が急激に低下し，70 代になると 20％未満まで低下

しているのがわかる．それとは相対的に自動車以

自動車          公共交通 



外の交通手段分担率が上昇し，特に 70 代になると

公共交通分担率が 40％以上，自動車以外の交通手

段構成比に至っては 80％以上という高値を示して

いる．また，図-1 のモビリティ価値曲線と図-3 の

交通手段分担率曲線を比較すると，類似した形状

になっているため，顕在化需要をみる限りにおい

ては，高齢者にとって公共交通の需要が存在し，

本稿における仮説の妥当性を示唆する結果が得ら

れたと考えられる． 

（２)非集計ロジットモデルによる潜在需要把握 

次に，高齢者の潜在的な交通需要について把握

するために，上記のデータのうち，60 歳以上かつ

利用交通手段が自動車またはバス（公共交通）で

ある 144 サンプルを抽出して非集計ロジットモデ

ルを構築した．非集計ロジットモデルの結果を表-

2 に示す． 

表-2 非集計ロジットモデル結果 

パラメータ t値 有意水準

共通 費用 -0.013 -2.514 *
70代以上ダミー -1.062 -1.963 *

自動車有無 1.700 2.616 **
車免許有無 1.349 2.151 *

都心までの距離 0.506 2.237 *
バス路線ダミー 1.098 2.108 *

定数 1.338 1.616

(*:95%有意, **:99%有意)

自動車

60歳以上

0.294
74.13%

バス

尤度比
的中率(%)

効用関数 説明変数

 
表-2 より，尤度比，的中率共に良好な値を得る

ことができた．また t 値についてもほとんどのパ

ラメータについて 95％有意を得ることができた．

また，自動車による効用関数に含まれている説明

変数の中で，70 代以上ダミーに着目すると，パラ

メータがマイナスになっているのがわかる．これ

は 60 代と比較して 70 代の自動車に対する効用が

低下していることを示している．また，得られた

交通手段別効用関数を用いて 144 サンプルについ

てそれぞれ集計分担量を算出する．ここでは 60 代

及び 70 代以上に分類して数え上げ法を用いて試算

すると，60 代の自動車，バスの交通手段構成比は

それぞれ 46.6％，53.4％であるのに対して，70 代

以上の自動車，バスの交通手段構成比はそれぞれ

22.8％，77.2％という結果となり，ここでも 60 代

と比較して 70 代以上のサンプルは著しくバス選択

確率が上昇しているのがわかる．これは潜在需要

の観点からも 3 章において構築したモビリティ価

値曲線の概念，及び図-2 の年齢階層別交通手段構

成比の推移により得られた結果と同様のものとな

り，本稿の冒頭で設定した仮説の一部を検証する

ことができたといえる． 

６．おわりに 

 
本稿ではTODを段階的に捉えることで実現までのプ

ロセスについて模索することを試みた．その初期段階と

して，立地ポテンシャルが喪失した地方都市においても，

高齢者に着目すると住み替えに対するインセンティブが

存在するという仮説を設定し，それを検証するための論

理構築及び非集計ロジットモデルによる定量的解析を行

なった．これによって，70 代以上になると特に公共交

通のモビリティ価値が著しく上昇し，TOD圏域への住

み替えを促すための初期段階として高齢者に着目するこ

との妥当性を一部定量的に示すことができたといえる．

今後はモビリティ残存価値を定量的に把握し，居住地選

択モデルに組み込むことによるTOD住み替え行動の把

握が必要であると考えられる．また，高齢者のTOD圏

域への住み替え行動については，理論とは別に課題が残

されていることにも留意しなければならない．例えば高

齢者の住み替え行動に関する研究は，理論ばかりが先行

していて当事者の意向が追いついてきていないという指

摘もある8）．高齢者の意向からアプローチすると，社会

福祉に対する不安の解消や団塊の世代のライフスタイル

多様化，TOD圏域への住み替えによる移転元の住宅処

理問題等，都市計画以外からの問題解決も含めて議論し

なければ，机上の空論になる可能性は依然として高い． 
最後に，これまでは高齢者を対象にした居住地選択の

概念について論じてきたが，これは TOD を実現するた

めの第一段階としての一戦略を示したに過ぎない．

TOD 実現の最終目標は，「多様な属性の住民をコンパ

クトに集約させること」にあるため，第二段階として若

年層に代表されるような自動車利用者を TOD 圏域に住

み替えさせる必要がある．これらについても本稿で示し

た概念を用いて，今後戦略を提示していく必要がある． 
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